
ケーススタディ等（４）

津波による被災の

可能性の有無
ＹＥＳ

ＮＯ

資料３（４）

①地震発生

津波来襲時に業務継続が必要な機関

津波警報の発令

左記以外の機関

「発災時における想定シナリオ」からみた施設管理者への支援例

庁舎の性能等に関する情報提供

○津波浸水地区に所在しているか。

○最大クラスの津波に対する想定浸水深は

何メートルか。

○庁舎の上部が浸水するか

未定稿

建物上部への

避難が可能

ＮＯ

ＹＥＳ

津波警報の発令

建物上部での

業務継続が可能

ＹＥＳ

ＮＯ

何メ トルか。

○庁舎の上部が浸水するか。

○津波に耐えられる構造になっているか。

○浸水防止措置がとられているか。

建物上部へ避難

建物外に避難
防水・止水の措置、安全上の措置（火災防止など）

措置等の確認シート等の作成

（可能な範囲で）

防災・安全上の措置等

の実施を確認

被災状況の確認

代替地での業務継続 庁舎での業務継続 （必要に応じ）避難者の受け入れ

②津波による浸水

構造体、建築非構造部材、建築設備

点検シート等の作成

③津波浸水の収束

異常がない

ＹＥＳ
ＮＯ

（必要に応じ）専門家による診断

応急措置で

継続使用が可能
ＮＯ ＹＥＳ

修繕等の措置を検討 庁舎での業務実施応急措置＋

庁舎での業務実施

【対策の方向性】

今後 大津波等を想定し 庁舎を整備する立場から施設管理者が「避難」や「業務継続」等の判断

【対策の方向性】

今後、大津波等を想定し、庁舎を整備する立場から施設管理者が「避難」や「業務継続」等の判断

に必要な情報を提供する必要がある。


